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１．規約変更認可申請書例

○○○発第○○号
令和○年○月○日

組合記号番号　

福　○○○
九州厚生局長　殿
○○県○○市○○町○丁目○番○号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○健康保険組合

理事長　○　○　○　○　

健康保険組合規約変更認可申請書
当組合の規約の一部を別紙変更書のとおり変更いたしたく、下記関係書類を添えて認可申請いたします。

記

　　　　　　　　　　　　１．規約変更書
　　　　　　　　　　　　２．規約変更理由書

　　　　　　　　　　　　３．新旧条文対照表
　　　　　　　　　　　　４．組合会の会議録（写）（原本証明したもの）
　　　　　　　　　　　　　　（又は、理事長専決理由書）

―――――――――――――――――――――――――――――――――――
〔留意事項〕
１．様式は、日本工業規格Ａ列４番縦長とすること。

２．提出部数は１部とし、関係書類（添付書類）はそれぞれ別葉とすること。

３．関係書類（添付書類）は上記１．～４．のほか、申請に必要な書類（「主な認可等にかかる一般的な添付書類について」を参照）を添付すること。
１－１．規約変更書例（事業所編入の場合）
規約変更書

○○健康保険組合規約の一部を次のように変更する。

第○条中「株式会社△△△△　○○県○○市」の次に「○○株式会社　○○県○○市」を加える。

第○条中　第○選挙区の「株式会社△△△△」の次に「○○株式会社」を加える。　

附　則

（施行期日）

第１条　この規約は、令和　　年　　月　　日から施行する。

（協会けんぽからの編入または組合間の編入の場合は、年月日は空欄とする。）

第1条　この規約は、認可の日から施行し、令和○年○月○日から適用する。

（新規適用事業所にかかる編入の場合は、年月日を記入する。）

（議員に関する経過措置）

第２条　第○条の変更にかかわらず、現に議員である者は、新選挙区から選出されたものとみなす。

―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

選挙区の変更を伴わないときは、附則第２条（議員に関する経過措置）は不要。この場合、見出し書及び条番号（下線部）を削ること。

１－２．規約変更理由書例

規約変更理由書

【例１：資本関係を理由とする編入の場合】

○○株式会社は、当健康保険組合の設立事業所である株式会社△△△△の資金及び人的な支援を受けて、平成○○年○○月○○日に設立され事業を行っています。

資本関係については、株式会社△△△△から１００％出資されており、編入条件を満たしているため、当組合の設立事業所として編入したい。

なお、同事業所は現在全国健康保険協会管掌健康保険に加入しています。（日本年金機構○○年金事務所が管理する事業所記号は「○○いろは」です。）

【例２：業態による編入】

○○株式会社は、当健康保険組合規約第○○条に定める○○の製造及び販売に関する事業所であって、健康保険制度について積極的な関心を有し、事業も安定しているので、当組合の設立事業所として編入したい。

なお、同事業所は現在全国健康保険協会管掌健康保険に加入しています。（日本年金機構○○年金事務所が管理する事業所記号は「○○いろは」です。）

―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

事業所編入による規約変更の場合であって、当該事業所が健康保険の適用を受けているときは、その管掌する保険者の名称（全国健康保険協会○○支部または○○健康保険組合）を記載し、また、新規適用事業所であるときは、その旨を規約変更理由書内に記載すること。
なお、新規適用事業所の場合で、事業所設立の年月日と新規適用年月日が相違する場合は、その経緯を記載すること。
１－３．新旧条文対照表例

新旧条文対照表

	新
	旧

	（事業所の名称及び所在地）
第○条　この組合が設立されている事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。

名　称　　　　　　　所在地

○○株式会社　　　　○○県○○市

（略）

○○株式会社Ａ支店　○○県○○市

○○株式会社Ｂ支店　○○県○○市

（互選議員選挙区及び議員数）
第○条　互選議員の選挙は、選挙区ごとに行う。

２　前項の選挙区及び選挙区ごとに選挙する互選議員の数は、次のとおりとする。

選挙区　選挙区の範囲　議員数

第○区　○○株式会社　　○名

　　　　（略）
　　　　○○株式会社

　　　　　　　Ａ支店
　　　　○○株式会社

　　　　　　　Ｂ支店
附　則
（施行期日）

第１条　この規約は、令和　年　月　　日から施行する。

（議員に関する経過措置）

第２条　第○条の変更にかかわらず、現に議員である者は、新選挙区から選出されたものとみなす。
	（事業所の名称及び所在地）

第○条　この組合が設立されている事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。

名　称　　　　　　　所在地

○○株式会社　　　　○○県○○市　　（略）

○○株式会社○支店　○○県○○市

（互選議員選挙区及び議員数）
第○条　互選議員の選挙は、選挙区ごとに行う。

２　前項の選挙区及び選挙区ごとに選挙する互選議員の数は、次のとおりとする。

　選挙区　選挙区の範囲　議員数

第○区　○○株式会社　　○名

　　　　（略）
　　　　○○株式会社

　　　　　　　Ａ支店



１－４．理事長専決理由書例

理　事　長　専　決　理　由　書

当該規約の変更につき、緊急を要すると認められるため、健康保険法施行令第７条第４項の規定により理事長専決処分とした。

なお、当該事項については次回組合会に報告し、承認を求めることとしたい。
１－５．事業主同意書例

令和○年○月○日
○○○健康保険組合
理事長　○　○　○　○　様
　　　　　○○県○○市○○町○丁目○番○号

　　　　　　　　　　 　　　　○○株式会社

取締役社長　○　○　○　○　

健康保険法第２５条第１項の規定による事業主の同意書

下記事業所が○○○健康保険組合に編入することに同意します。

記

事業所名　　○○株式会社

所在地　　○○県○○市○○町○丁目○番○号

開設年月日　　令和○年○月○日

―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

・同意書は、原本とすること。
１－６．被保険者同意書例
令和○年○月○日
○○○健康保険組合
理事長　○　○　○　○　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○県○○市○○町○丁目○番○号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　△△△株式会社
           　　　　　　　　　　取締役社長　○　○　○　○　

健康保険法第２５条第１項の規定による被保険者の同意書

　下記事業所が○○○健康保険組合に編入することについて、被保険者の意思を確認したところ、次のとおり同意がありました。

記

	事業所名
	被保険者数
	同意者数

	
	名
	名


―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

・同意書は、原本とすること。
○○○健康保険組合　理事長　様

同　意　書
△△△株式会社が、○○○健康保険組合の適用事業所に編入されることについて、健康保険法第25条第１項の規定による同意をいたします。

令和　　年　　月　　日

事業所所在地　：　

事業所名称　：　△△△株式会社
被保険者　：　□□　□□　　　　　他　　　　名

被保険者　　　　名中　　　　名同意　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　/　　）

	被保険者氏名
	被保険者氏名

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


（　　/　　）

	被保険者氏名
	被保険者氏名

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


――――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

・被保険者数に応じて作成すること。

１－７．同意書例（全国健康保険協会管掌健康保険からの編入：年金事務所提出用）

日本年金機構
○○年金事務所長　様
貴所が保有する当社の情報のうち、当社の○○○健康保険組合への編入に係る認可事務に必要となる下記情報について、○○○健康保険組合理事長（又は九州厚生局長）へ提供することに同意します。

記

１．事業所の名称、所在地及び整理記号
２．事業主の氏名又は名称及びその住所又は所在地
３．事業の種類
４．適用年月日
５．被保険者数及びその男女別内訳
６．平均標準報酬月額及びその男女別内訳
７．支店等の名称、所在地、被保険者数及び管掌の保険者名
８．過去１年間の保険料納付状況
９．その他

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　○○県○○市○○町○丁目○番○号　　　　

○○株式会社
代表取締役　○　○　○　○　 eq \o\ac(○,印)
―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

１．協会支部あての同意書とは、同意内容が異なるので注意すること。
２．年金事務所に届出されている事業主と相違していないか確認すること。
	事業所調査表（令和　　年　　月　　日現在）
	管轄地域部

	
	

	事業所
	名　　称
	
	事業主
	氏　　名

又は名称
	

	
	所 在 地

(整理記号)
	（　　　　　　）
	
	住所又は

所 在 地
	

	事業の種類
	
	適用年月日
	大

昭　　年　　月　　日

平

	区分
	男
	女
	計

	被保険者数
	人
	人
	人

	平均標準報酬月額
	円
	円
	円

	事業所が本店（本

社）の場合その支

店、営業所、工場

等の設置状況
	支店等の名称
	所在地
	被保険

者　数
	管掌の保険者名

	
	
	
	
	

	適

用

の

成
績
	過去１年間の
保険料納付状況
	毎月期限内に納付しているものの月数
	月

	
	
	督促状の納期限内に納付しているものの月数
	月

	
	
	督促状の納期限を経過して納付しているものの月数
	月

	
	
	未納のものの月数
	月

	
	資格関係および

報酬に関する諸

届の状況
	イ　すべて遅滞なく、内容正確である。

ロ　やや遅滞したことがあったが内容正確である。

ハ　内容にやや不正確なことがある。

ニ　内容に不正確なことがよくある。
	もっとも

近く該当

するもの

の符号を

○印でか

こむ

	
	年金委員の活動状況
	委員設置　　　イ　無　　　　ロ　有（　　名）

活動状況　　　イ　積極的　　ロ　普通　　ハ　消極的
	

	事業主及び被保険者

の健康保険組合制度

に対する認識の程度
	イ　すぐれて高い　　　　　ニ　やや低い

ロ　高い　　　　　　　　　ホ　低い
ハ　普通
	

	組合編入（設立）に

対する意見
	

	備　　　　　　　考
	


１－８．事業所調査表（年金事務所）  　　　　　          　　年金事務所用　
○○○○○○年金事務所長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　○○　○○　 eq \o\ac(○,印)
（注）１　支店等設置状況の管掌保険者名は、管轄地域部又は組合の名称を記載すること。
２　その他特記すべき事項及び参考事項があるときは、別紙に記載し、又は参考資料として添付すること。
３　編入すべき時期等について意見ある場合は、その旨備考欄に記載すること。
１－９．同意書例（全国健康保険協会管掌健康保険からの編入：協会支部提出用）

全国健康保険協会○○支部長　様
貴支部が保有する当社の情報のうち、当社の○○○健康保険組合への編入に係る認可事務に必要となる下記情報について、○○健康保険組合理事長（又は九州厚生局長）へ提供することに同意します。
記
１．事業所の名称、所在地及び整理記号
２．事業主の氏名又は名称及びその住所又は所在地
３．保険給付の請求における事業主の証明状況
４．その他
令和　　年　　月　　日

○○県○○市○○町○丁目○番○号
○○株式会社
代表取締役　○　○　○　○　 eq \o\ac(○,印)
―――――――――――――――――――――――――――――――――――
〔留意事項〕

１．年金事務所あての同意書とは、同意内容が異なるので注意すること。
２．年金事務所に届出されている事業主と相違していないか確認すること。

１－１０．事業所調査表（全国健康保険協会）
全国健康保険協会用
	事業所調査表　　令和　　年　　月　　日　現在

	事業所
	名　称
	

	
	所在地
	

	
	整理記号
	

	事業主
	氏　　名

又は名称
	

	
	住　　　所

又は所在地
	


	保険給付の請求における事業主の証明状況
	イ　つねに正確である。

ロ　やや不正確なことがある。

ハ　不正確である。
	もっとも近く該当するものの符号を○印でかこむ

	組合編入（設立）に対する意見
	

	備　　　　考
	


　全国健康保険協会○○支部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏　名　　○○　○○　 eq \o\ac(○,印)
１－１１．資本関係証明例（資本構成）
資　本　関　係　証　明

当社における資本構成は次のとおりである。

資　本　金　　　　４０，０００，０００円
　発行済株式総数　　　　　　　　１０００株
（内訳）
　株式会社○○○○　４０，０００，０００円　（１００％）
　　　　　　　　　　　　　　　【１，０００株（１００％）】
上記のとおり相違ありません。
令和○年○月○日

○○県○○市○○町○丁目○番○号

○○株式会社

代表取締役　○　○　○　○　

―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

１．証明書は原本とすること。

２．資本構成の内訳については、出資証明の内訳と内容が一致すること。
（出資内訳が出資金で証明されている場合は、資本構成内訳も出資額で、発行済株式で証明されている場合は、資本構成内訳は保有株数で証明する。）
１－１２．資本関係証明例（出資内訳）

資　本　関　係　証　明

○○株式会社に対する当社の出資内訳は、次のとおりである。


　　　　４０，０００，０００円
　　　　　　　　　　（１０００株）
上記のとおり相違ありません。

令和○年○月○日

○○○○県○○市○○町○丁目○番○号

株式会社○○○○
代表取締役　○　○　○　○　

―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

１．証明書は原本とすること。

２．出資内訳については、資本構成証明の内訳と内容が一致すること。

　（資本構成が出資金で証明されている場合は、出資内訳も出資額で、発行済株式で証明されている場合は、出資内訳は保有株数で証明する。）
１－１３．趣意書例

令和○年○月○日

趣　　意　　書

○○○県○○○市○○町○丁目○番○号
　　　　　　　　　　　　　○○○健康保険組合
　　　　　　　　　　　　　　　理事長　○　○　○　○　
　　　　　　　　　　　　　     ○○○県○○市○○町○丁目○番○号
　　　　　　　　　　　　　△△△健康保険組合
　　　　　　　　　　　　　　　理事長　○　○　○　○　
下記事業所は、（理　由）のため、○○○健康保険組合を脱退し、△△△健康保険組合への編入を希望する旨意思表示がありました。
このことについて双方の健康保険組合で協議を行った結果、脱退・編入について合意に至ったため、認可申請を行うものです。
なお、移管の時期については事務の管理上、令和○年○月１日付にて脱退・編入をいたしたく取り扱い方よろしくお願いいたします。

記

事業所名称　　○○株式会社

　

所　在　地　　○○県○○市○○町○丁目○番○号

代　表　者　　代表取締役　○　○　○　○
被保険者数　　○○○名（令和○年○月○日現在）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

趣意書は、原本とすること。
２．一般保険料率変更認可申請書例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○発第○○号

令和○年○月○日

組合記号番号　

福　○○○
九州厚生局長　殿
○○県○○市○○町○丁目○番○号

　　　　　　　　　　　　　　　○○○健康保険組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　○　○　○　○　

　健康保険組合一般保険料率変更認可申請書

　標記のことについて、令和○年○月○日開催第○○回組合会において議決されましたので、下記関係書類を添えて認可申請いたします。

記
　　　　　　　　　　１．変更理由書

　　　　　　　　　　２．一般保険料率（変更前・変更後）

　　　　　　　　　　３．収支概要

４．算出の基礎
５．将来３カ年の見込み
６．組合会の会議録（写）（原本証明したもの）
　　　　　　　　　　　　　　

―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

１．様式は、日本工業規格Ａ列４番縦長とすること。

２．提出部数は１部とし、関係書類（添付書類）はそれぞれ別葉とすること。

３．収支概要については、健康保険組合予算編成基準（昭和３５年１１月４日保発第６６号）の別添収入支出予算概要表（その１）及び（その２）に準じて作成すること。

４．算出の基礎については、予算編成時の様式の「収入支出予算算出の基礎」を作成し、添付すること。
２－１．一般保険料率変更理由書例
一般保険料率変更理由書

　当健康保険組合における組合財政の安定化と円滑な事業運営を確保するため、適正な一般保険料率に変更する。
２－２．一般保険料率変更書例（変更前・変更後）

一般保険料率変更書

当健康保険組合の一般保険料率を次のように変更し、令和○年○月○日（令和○年○月分保険料、但し、健康保険法第３条第４項の規定による被保険者については、令和○年○月分保険料）から実施する。

一般保険料率

	一 般 保 険 料 率
	変　更　前
	変　更　後

	負担割合
	事　 業 　主
	/1,000
	/1,000

	
	被 保 険 者
	/1,000
	/1,000

	
	計
	/1,000
	/1,000

	実施（予定）年月日
	年　　月　　日
	年　　月　　日


 （内訳）

	基 本 保 険 料 率
	変　更　前
	変　更　後

	負担割合
	事　 業 　主
	/1,000
	/1,000

	
	被 保 険 者
	/1,000
	/1,000

	
	計
	/1,000
	/1,000

	特 定 保 険 料 率
	変　更　前
	変　更　後

	負担割合
	事　 業 　主
	/1,000
	/1,000

	
	被 保 険 者
	/1,000
	/1,000

	
	計
	/1,000
	/1,000




２－３．将来３カ年の見込み

将来３ヵ年の見込み
	事　　　項
	年度
	年度
	年度

	一般保険料率（見込）
	‰
	‰
	‰

	
	基本保険料率
	‰
	‰
	‰

	
	特定保険料率
	‰
	‰
	‰

	法定給付費等（介護納付金を除く）に要する料率
	‰
	‰
	‰

	今後の見込額
	保険給付費
	千円
	千円
	千円

	
	納　付　金
	千円
	千円
	千円

	
	計
	千円
	千円
	千円

	改定料率による経常収支差引額の推移
	千円
	千円
	千円

	改定料率による準備金の推移
	保有額
	千円
	千円
	千円

	
	保有率
	％
	％
	％

	改定料率による別途積立金の推移
	保有額
	千円
	千円
	千円


(注１)本表の記載に当たっては、予算編成基準の記載要領に準じて記入すること。

(注２)将来３ヶ年の年度は、変更する年度から起算すること。
３．規約変更届例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○発第○○号
令和○年○月○日

組合記号番号　

福　○○○
九州厚生局長　殿
○○県○○市○○町○丁目○番○号

　　　　　　　　　　　　　　　○○○健康保険組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　○　○　○　○　

　健康保険組合規約変更届

　当組合の規約の一部を別紙変更書のとおり変更する（した）ので、下記関係書類を添えて届出いたします。

記
　　　　　　　　　　　　１．規約変更書

　　　　　　　　　　　　２．規約変更理由書

　　　　　　　　　　　　３．新旧条文対照表

　　　　　　　　　　　　４．組合会の会議録（写）（原本証明したもの）
　　　　　　　　　　　　　　（又は、理事長専決理由書）

―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

１．様式は、日本工業規格Ａ列４番縦長とすること。
２．提出部数は１部とし、関係書類（添付書類）はそれぞれ別葉とすること。
３．事業所廃止による削除は、認可申請ではなく、当該様式による届出とすること。

４．関係書類（添付書類）は上記１．～４．のほか、届出に必要な書類（「主な認可等にかかる一般的な添付書類について」を参照）を添付すること。
４．規程変更届例
○○○発第○○号

令和○年○月○日

組合記号番号

福　○○○

九州厚生局長 殿

○○県○○市○○町○○丁目○○番地

○○○○○健康保険組合

理事長　○○　○○　

健康保険組合規程変更届出書
当組合の○○○○○○○○規程の一部を別紙規程変更書のとおり変更いたしたく、下記関係書類を添えて届出いたします。

記
１．規程変更書
２．規程変更理由書
３．新旧条文対照表
４．組合会会議録（写）（原本証明したもの）
　　（又は、理事長専決理由書）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕
　次ページに記載しています。
〔留意事項〕
１．様式は、日本工業規格Ａ列４番縦長とすること。
２．規程の廃止・新設、廃止、新設等の場合は、当該届出書の標題を適宜「健康保険組合規程（廃止・新設）届出書」、「健康保険組合規程廃止届出書」、「健康保険組合規程新設届出書」に変更して使用すること。
３．上記２の場合、標題変更に併せて、「規程変更書」は「規程廃止・新設書」、「規程廃止書」、「規程新設書」に変更すること。

「規程変更理由書」についても同様に変更すること。

４．「規程変更書」及び「新旧条文対照表」に記載する「附則」については、施行期日のみ規定する場合で、経過措置等を設ける必要のない場合は、「みだし書」及び「第１条」は省略すること。


５．届出書に添付する組合会会議録については、健康保険法施行規則第17条第1項の規定により、会議録の謄本又は抄本を添付すること。


※参考

健康保険法施行規則第17条第１項

健康保険組合において厚生労働大臣若しくは地方厚生局長等の認可を受けるべき事項又は厚生労働大臣若しくは地方厚生局長等に届出を行うべき事項が組合会の議決を経たものであるときは、申請書又は届書にはその会議録の謄本又は抄本を添付しなければならない。

同条第２項

前項に規定する事項が令第７条第４項の規定により理事長が処分したものであるときは、申請書又は届書には理事長が処分した理由を記載した書面を添付しなければならない。

６．提出部数は１部とし、関係書類（添付書類）は製本しないこと。

５．令和○○年度収入支出変更予算届出書例

　○○○発第○○号
令和○○年○○月○○日

組合記号番号　

福　○○○
九州厚生局長　殿
○○県○○市○○町○丁目○番○号

　　　　　　　　　　　　　　　○○○健康保険組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　○　○　○　○　

令和○○年度収入支出変更予算届出書

健康保険法施行令第１６条の規定により予算の変更をいたしたく、下記関係書類を添えて届出いたします。

記
１．令和○○年度収入支出変更予算概要表
２．令和○○年度収入支出変更予算理由書
３．令和○○年度収入支出変更予算書

４．組合会会議録（写）（原本証明したもの）
（又は、理事長専決理由書）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

１．様式は、日本工業規格Ａ列４番縦長とすること。

２．提出部数は１部とし、関係書類（添付書類）はそれぞれ別葉とすること
５－１．収入支出変更予算理由書例
収入支出変更予算理由書
前期高齢者納付金について、確定額が当初予算にて計上していた額を上回るものであったため。
なお、支出増に対応するため、別途積立金繰入を増額して対応いたしたい。
―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

変更する予算科目について、各々の変更理由を盛り込んだ内容となるよう記載すること。
５－２．収入支出変更予算書例

令和○○年度○○○健康保険組合収入支出変更予算書
一般勘定
　（収　入）

	科　　　　目
	変更予算額

（千円）
	既定予算額

（千円）
	増　減

（千円）
	算出の

基  礎

	（款）

繰入金
	１３０
	８０
	５０
	

	（項）

別途積立金繰入
	１３０
	８０
	５０
	

	（目）

　  別途積立金繰入
	１３０
	８０
	５０
	

	収 入 合 計
	７３，４１５
	７３，３６５
	５０
	


　（支　出）

	科　　　　目
	変更予算額

（千円）
	既定予算額

（千円）
	増　減

（千円）
	算出の

基  礎

	（款）

　納付金
	１００
	５０
	５０
	

	（項）

　 前期高齢者納付金
	１００
	５０
	５０
	

	　 （目）

　  前期高齢者納付金
	１００
	５０
	５０
	

	支 出 合 計
	７３，４１５
	７３，３６５
	５０
	


―――――――――――――――――――――――――――――――――――
〔留意事項〕
１．款項目とも変更のあったもののみ記載すること。

２．合計欄は、予算総額について記載すること。
６．令和○○年度事業及び決算報告書例
○○○発第○○号

令和○年○月○日

組合記号番号

福　○○○

九州厚生局長 殿

○○県○○市○○町○○丁目○○番地

○○○○○健康保険組合

理事長　○○　○○　

令和○○年度事業及び決算報告書
　

標記について、健康保険法施行令第24条第１項の規定により、下記関係書類を添えて、提出いたします。

記
１．令和○○年度 ○○健康保険組合収入支出決算書
２．令和○○年度事業報告書
３．○○健康保険組合財産目録
４．組合会会議録（写）（原本証明したもの）

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
〔留意事項〕
次ページに記載しています。
〔留意事項〕
１．様式は、日本工業規格Ａ４番縦長とすること。
２．提出部数は１部とし、関係書類（添付書類）は製本しないこと。
３．組合会会議録については、健康保険法施行規則第17条の規定により、会議録の謄本又は抄本を添付すること。


※参考

健康保険法施行規則第17条第１項

健康保険組合において厚生労働大臣若しくは地方厚生局長等の認可を受けるべき事項又は厚生労働大臣若しくは地方厚生局長等に届出を行うべき事項が組合会の議決を経たものであるときは、申請書又は届書にはその会議録の謄本又は抄本を添付しなければならない。

同条第２項

前項に規定する事項が令第７条第４項の規定により理事長が処分したものであるときは、申請書又は届書には理事長が処分した理由を記載した書面を添付しなければならない。

７．重要財産処分認可申請書例

○○○発第○○号
令和○年○月○日

組合の記号番号　

福　○○○
九州厚生局長　殿
○○県○○市○○町○丁目○番○号

　　　　　　　　　　　　　　　○○○健康保険組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　○　○　○　○　

重要財産処分認可申請書

当組合が所有する財産の処分をいたしたく、下記関係書類を添えて認可申請いたします。

記
１．重要財産処分書
２．重要財産処分理由書
３．固定資産台帳（写）
４．不動産鑑定評価書
５．売買契約書（案）

６．組合会会議録（写）（原本証明したもの）
―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

本件については、事前に九州厚生局健康福祉部保険年金課に協議すること。
７－１．重要財産処分書例

重要財産処分書

処分物件
１．処分を要する財産及びその額（令和○年３月３１日現在）

　　
旧Ａ保養所土地　７００㎡　

総　　額　　　　　　１０，０００，０００円

（内訳）

土　　地　　　　　　１０，０００，０００円

建　　物　　　　　　　　　　　　　　　０円

そ の 他　　　　　　　　　　　　　　　０円

２．その他の財産の保有状況（令和○年３月３１日現在）

総　　額　　　　　　１４，５００，０００円

（内訳）

土　　地　　　　　　１０，０００，０００円

建　　物　　　　　　　４，０００，０００円

そ の 他　　　　　　　　　５００，０００円

３．財産の処分後の保有状況
総　　額　　　　　　　４，５００，０００円

（内訳）

土　　地　　　　　　　　　　　　　　　０円

建　　物　　　　　　　４，０００，０００円

そ の 他　　　　　　　　　５００，０００円

４．処分時期

　　認可あり次第（令和○年○月○日を目処としたい）
  ・売却処分価格　　　　　　１２，０００，０００円

・鑑定評価額　　　　　　　１０，０００，０００円

・売却先　　　　　　　○○県○○市○○町○○番地

株式会社　○○○○
７－２．重要財産処分理由書例

重要財産処分理由書

当健康保険組合が保有するＡ保養所の土地及び建物は、昭和４１年に取得、建設され、その後、建物の老朽化が進み、利用者も減少したため、令和○○年度第○○回組合会において当該保養所の廃止及び売却をすることに決定し、売却先を探しておりましたが、売却困難な状況にありました。

建物については平成○○年に防犯上及び安全管理上の理由から重要財産処分の認可を受けた後、取り壊し更地としておりましたが、この度△△株式会社他２社から土地購入の申出があり、競争入札を行った結果、鑑定評価額である１，０００万円以上の入札価格１，２０００万円で株式会社○○○○が落札いたしました。

―――――――――――――――――――――――――――――――――――

〔留意事項〕

土地及び建物を保有後、売却に至った経緯及び業者選定の過程並びに売却予定額等、理由を詳細に記載すること。
規約変更書の附則と記載内容を揃える





１－１２の資本関係証明例（出資内訳）と内容が同じになるように証明すること。








１－１１の資本関係証明例（資本構成）と内容が同じになるように証明すること。





（記載例１）


附 則


この規程は、令和○年○月○日から施行する。





（記載例２）


附 則


この規程は、届出の日から施行し、令和○年○月○日から適用する。








（原本証明記載例）


この組合会会議録の写しは、原本と相違ないことを証明します。


令和○年○月○日


○○○健康保険組合


理事長　○○　○○　





（原本証明記載例）


この組合会会議録の写しは、


原本と相違ないことを証明します。


令和○年○月○日


○○○健康保険組合


理事長　○○　○○　









